
 

 

平成31年2月8日 

各   位 

会 社 名 株式会社 池田泉州ホールディングス 

代表者名 取締役社長兼ＣＥＯ  鵜 川  淳 

(コード番号 ８７１４  東証第１部） 

問合せ先 執行役員企画総務部長 入 江  努 

(ＴＥＬ ０６－４８０２－００１３) 
 

平成 31年３月期第３四半期末 自己資本比率について 
 

平成31年３月期第３四半期末（平成30年12月末）の自己資本比率を算出いたしましたので、お知らせ 

いたします。 

記 
 
（１）池田泉州ホールディングス（国内基準） 

（百万円） 

 
 

30年 12月末 30年 3月末 29年 12月末 

 30年 3月末比 29 年 12 月 末比 

自己資本比率 (％) 10.23 △1.20 0.08 11.43 10.15 

自己資本 (Ａ)－(Ｂ) 233,739 △16,873 △25,737 250,612 259,476 

 基礎項目 (Ａ) 246,568 △16,553 △23,154 263,121 269,722 

 うち、普通株、内部留保 220,855 1,577 318 219,278 220,537 

うち、引当金 7,661 2,651 △2,191 5,010 9,852 

うち、適格旧非累積的永久優先株 15,000 － － 15,000 15,000 

うち、適格旧資本調達手段 － △20,960 △21,120 20,960 21,120 

調整項目 (Ｂ) 12,829 320 2,583 12,509 10,246 

リスク・アセット等 (Ｃ) 2,282,939 90,732 △272,804 2,192,207 2,555,743 

総所要自己資本額 (Ｃ×４％) 91,317 3,629 △10,912 87,688 102,229 

 
（２）池田泉州銀行（国内基準） 

 
①  連結                                      （百万円） 

 30年 12月末 30年 3月末 29年 12月末 

 30年 3月末比 29 年 12 月末比 

自己資本比率 (％) 10.02 △1.23 0.01 11.25 10.01 

自己資本 (Ａ)－(Ｂ) 228,760 △17,603 △26,738 246,363 255,498 

 基礎項目 (Ａ) 241,541 △17,171 △24,008 258,712 265,549 

 うち、普通株、内部留保 232,534 972 △464 231,562 232,998 

うち、引当金 7,661 2,651 △2,191 5,010 9,852 

うち、適格旧非累積的永久優先株 － － － － － 

うち、適格旧資本調達手段 － △20,960 △21,120 20,960 21,120 

調整項目 (Ｂ) 12,781 433 2,730 12,348 10,051 

リスク・アセット等 (Ｃ) 2,282,712 93,992 △267,408 2,188,720 2,550,120 

総所要自己資本額 (Ｃ×４％) 91,308 3,760 △10,696 87,548 102,004 

 
②  単体                                      （百万円） 

 30年 12月末 30年 3月末 29年 12月末 

 30年 3月末比 29 年 12 月末比 

自己資本比率 (％) 9.38 △1.16 0.00 10.54 9.38 

自己資本 (Ａ)－(Ｂ) 212,261 △16,844 △20,939 229,105 233,200 

 基礎項目 (Ａ) 222,986 △16,279 △18,718 239,265 241,704 

 うち、普通株、内部留保 218,195 675 △481 217,520 218,676 

うち、引当金 4,791 3,046 1,764 1,745 3,027 

うち、適格旧非累積的永久優先株 － － － － － 

うち、適格旧資本調達手段 － △20,000 △20,000 20,000 20,000 

調整項目 (Ｂ) 10,725 566 2,222 10,159 8,503 

リスク・アセット等 (Ｃ) 2,261,302 87,858 △222,808 2,173,444 2,484,110 

総所要自己資本額 (Ｃ×４％) 90,452 3,515 △8,912 86,937 99,364 
 

 (注)リスク・アセット等のうち、信用リスク・アセットの額は基礎的内部格付手法、オペレーショナル・リスク相当額 
   は粗利益配分手法により算出しております。 

 以 上 


